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(法第 28条第 1項関係様式例)

2020年度事業報告

令和 2年 1月 1日 から令和 2年 12月 31日 まで

特定非営利活動法人ソル ト・パャタス

1 事業の成果
<背景 。前提>

新型コロナウィルスの感染拡大を受け手フィリピンでは 2020年の 3月 17日 から国単位での外出制限措

置 (ロ ックダウン)が開始された。この外出制限措置は制限の厳しさを変えつつも現在まで継続されてい

る。弊団体の活動の中心は図書館や地域のセンターに子どもたちや保護者を集めて実施する教育支援が

メインであったが、この外出制限により従来の活動がほとんどできなかったのが 2020年度である。収入

の端であった現地体験事業も僅か 2ヶ月間しか実施ができず、現地体験事業からの収入は前年度の 4分

の 1以下にまで落ち込んでしまった。

そのため 2020年度の上半期は主に緊急支援活動に従事をした。外出制限により仕事と収入源を失ってし

まった人たちが地域内に大勢いたからである。また下半期からはアジア開発銀行と研究者との協同事業

として、外出制限による生活の変化の実態調査を実施した。この調査の結果を分析し、2021年度にはコ

ロナ禍でも行えるオンラインツールを活用した教育支援施策を実施していく計画としている。

■ 貧困地域での教育支援事業 (子 どもエンパワメント事業ノライフスキル教育プログラム構築事業)

。奨学金受益者数  :10名
。子ども図書館の運営

パヤタス   子ども図書館 年間総利用者数 :約 600名
カシグラハン 子ども図書館兼ライフスキルセンター 利用登録者数 :約 2,000人

0ア ジア開発銀行澤田チーフエコノミスト、慶應義塾大学の中室教授、一橋大学の真野 准教授の監修の

下、リサール州カシグラハン地区の小・中学校において、ライフスキル教育が与える影響を測定するため

のライフスキル教育構築事業を継続して実施。約 900名の家庭の子どもの学力・学習習慣・生活の変化

をモニタリング調査した。

。アジア開発銀行澤田チーフエコノミス ト、慶應義塾大学の中室教授、一橋大学の真野 准教授の監修の

下、ケソン市パヤタス地区とリサール州カシグラハン地区の合計 1,800世帯に対して、新型コロナウィ

ルスの感染拡大による生活変化に関する実態調査を実施 した。

・未就学児の再就学と戸籍取得支援 :18名

パヤタス地区で学校に通えていない子どもたちを対象とした再就学と戸籍取得支援を実施した。4月 ～5

月の夏休み期間中の補習授業の実施と、戸籍の取得支援 (代行)を実施した。
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■ 貧困地域での緊急支援活動

・2020年度は新型コロナウィルス感染拡大による長期にわたるロックダウン、そして 11月 の台風など

大規模な災害がフィリピンを襲った。この 2つの災害被害を受けた貧困地域の住民に対して日用品や食

料品の配布活動を実施した。

ロックダウン下における支援活動 :1377家庭に対して食料品と日用品を配布

11月 の台風 Ulyssesの被災者への支援活動 :740家庭に対して食料品と日用品の配布

■ 貧困地域での女性収入向上事業

。パヤタスの女性たちによる組織「〃力」がパヤタスの教育支援事業の一部を担った。上記した未就学児

の再就学と戸籍取得支援はリカが雇用しているスタッフが中心となって活動をした。

0コ ロナ禍において対面形式の販売実施ができずにいたが、ウェプサイ トや SNSを活用したオンライン

販売を 2020年度から開始をした。

■貧困・格差の問題に関する理解を深め、公正な社会をめざし地域・職場 0学校で活躍する人材を育てる

ための啓発および研修事業 (スタディーツアー・現地生活体験プログラム)
/

・受入総数 :90名

新型コロナウィルスの感染拡大により3月 以降の実施ができなかった。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業

定款の

事業名
事 業 内 容 実施 日時 実施場所

従事者

の人数

受益対象者

の範囲及び人数

支出額

(千円)

教育支

援事業

奨学金支給 通期 フィリピン 2人 奨学生 10人

2,449

補習

1～2月

7月 ～12

月

フィリピン 2人 奨学生 10人

子ども図書館運営

(パヤタス)
1～2月 フィリピン 2人

地域の子ども

約 600人

子ども図書館運営

(カ シグラハン)
1～2月 フィリピン 2人

地域の子ども

約 2,000人

フイフスキル

ワークショップ
今年度実施無し
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活動

住民への食料と日用品配布
3～6月

11～ 12月
フィリピン 2人

地域の 2,117

世帯
1,709

女性収

入向上

事業

生産および販売活動支援 通期 フィリピン 1人 現地住民 19人 1,010



医療支

援事業
今年度実施無し

啓発お

よび研

修事業

スタディーツアー

現地生活体験事業
1～2月 フィリピン 2人

参加者

90人
1,457

その他

事業
今年度実施無し

以上
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(法第28条第 1項関係記載例)

全狂笙墾L塁理目隻豊
令和2年 1月 1日 から令和2年 12月 31日 まで

特定非営利活動法人ソルト・パャタス

｀ノ

し

科 目

30,000
1.165.276

1.766.000

4_621_126

1,616,561

150,000

124,000
420.000

6

9_181

1,195,276

1,766,000

4,621,126

2,310,561

9_187

240,000
2,640,000
328_476
1_208_476

3,271,785
406,949
8,900
493,656
8,228

97,250

4.307.397

80,000
434,000
0

43,361

52,680
0

0

50,000
99,000
59,400

818.441

7,515,873

81,000

9,902,150

8.334.314
1,567,836
1,567,836
81,000
1,486,836
3_754_527

5.241,363

I経常収益
1.受取会費
正会員受取会費

贅助会員受取会費
2.受取寄附金
受取一般寄附金
3.受取助成金等
受取民間助成金
4.事業収益
啓発および研修事業収入

女性収入向上事業収入

講演謝礼

その他事業収入

5.その他収益
受取利息

雑収入

経常収益計
Ⅱ 経常費用
1.事業費
(1)人件費
役員報酬

給料手当

法定福利費

人件費計
(2)その他経費
現地活動経費

旅費交通費

保険料

支払手数料

郵送運搬費

会議費

印刷費

その他経費計

事業費計
2.管理費
(1)人件費
役員報酬

給料手当

法定福利費

人件費計
(2)その他経費
福利厚生費

支払報酬

地代家賃

旅費交通費

消耗品費

通信費

支払手数料

水道光熱費

諸会費
租税公課

会議費

郵送運搬具

雑損失
その他経費計

管理費計

経常費用計

当期経常増減額

税引前当期正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額
次期繰越正味財産額

費

費
費
品
　
失

会
信
耗
費
損

諸
通
消
雑
雑

してい



令和2年度  会計貸借対照表

令和2年度 12月 31日現在
特定非営利活動法人ソル ト0パャタス

科 目 金額

I 資産の部
1 流動資産
現金預金

売掛金

商品

未収入金

立替金

仮払金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産
(投資その他の資産)

長期貸付金

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
未払金

未払費用

預り金

未払法人税等

借入金

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部
前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

4,963,031
338,291

620,285
127,582

302,071

1,687,745

2,052,185
32,021

103,853

81,000
5

6,351,260

8 039 005

2 797 642

1,687,745

2,797,642

3,754,527
1,486,836

5,241,363

8,039,005

し

ψ



(法第28条第 1項関係記載例)

全匝鋼虹二踵豊類2二記

1.重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協議会)に よつています。

2.事業別損益の状況
(単位 :円 )

V

ヽ
｀り′

科 日

崚青支猥事業 啓発および

研修事■

日EEII=コ
事彙

(ア円エリカ)

曖 IIШ LE団」 合計

1,195,276
1,766.000

2,621,126

1,616.561

124,000

150,000

420,000

1,195.276

1,766,000
2,621,126

1,616.561
150,000
0

124,000

420,000

0

2,000,000

9.187

1.195,276

1,766,000
4,621,126

1.616,561
150,000
0

124,000
420,000

0

792,000
98.543

1,525,724
917,888

203,474

493,656

97,250

30,000

20,629

120,000

264,000
32,847

828,173

203,475

8,900

120,000
792,000
98,543

240,000

1,848,000
229,933
0

0

828,173

1,525,724
917.388

406,949
0

0

8,900
0

0

0

493,656

0

97.250
0

0

0

30,000
0

0

20,629
0

0

0

792,000
98,543

8,228

20,000

43,361

0

80,000

434,000

59,400

52,680

99,000

240,000

2,640,000
328,476
0

0

0

828,173

1,525,724
917,888
406,949

0

0

8,900

0

0

0

498,65G

8,228
0

97,250

0

0

0

50,000

0

0

63,990

80,000
434,000

0

0

59,400

52,680
0

0

0

0

99,000

__ニニ望」二
1_423.86 1,5■■836

528, 528.

3.借入金の増減内訳



(法第 28条第 1項関係様式例)

令和2年度財産目録

令和2年度12月 31日 現在
ル ス

ゝノ

科 目

6,351,260

2,797,642

2,797,642

005

5.241.363

8,039,005

1流動資産
現金預金

現金

福岡銀行

西日本銀行

ゆうちょ銀行

棚卸資産

売掛金

未収入金

仮払金

流動資産合計

2固定資産
(投資その他資産)

長期貸付金

固定資産合計

資産合計

Ⅱ 負債の部
1流動負債
未払金

未払費用

預り金

未払法人税等

借入金

流動負債合計

2固定負債

1,687,745

3,754,527

I

負

251,291
4,557,849
153,891

620,285
338,291

127,582

2,052,185
32,021

103,853

81,000

固定負債合計

負債合計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

8.039,005正味財産合計
ψ



(法第 28条第 1項関係様式例)

前事業年度の年間役員名簿

令和 2年 1月 1日 から令和 2年 12月 31日 まで

¬

…

、

特定非営利活動法人ソル ト・パャタス

し

し

役名 氏 名 住所又は居所 就任期間
報酬を受けた

期 間

理事長

理事

理事

理事

理事

監事

上田 壮一朗
(シ

゛
ョウタ ソウイチロウ)

大井 知文
(オオイチフミ)

小早川 遥平
(コハ
゛
ヤカワヨウヘイ)

井上 広之
(イノウエ ヒロユキ)

青木 玲奈
(アオキレイナ)

榎本 正樹
(エノモト マサキ)

令和 2年 1月 1日 ～

令和 2年 12月 31日

令和 2年 1月 1日 ～

令和 2年 12月 31日

令和 2年 1月 1日 ～

令和 2年 12月 31日

令和 2年 1月 1日 ～

令和 2年 12月 31日

令和 2年 1月 1日 ～

令和 2年 12月 31日

令和 2年 1月 1日 ～

令和 2年 12月 31日

報酬なし

令和 2年 1月 1日 ～

令和 2年 3月 31日

報酬なし

報酬なし

報酬なし

報酬なし
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(法第 28条第 1項関係様式例)

前事業年度の社員のうち 10人以上の者の名簿

令和 2年 12月 31日 現在

特定非営利活動法人ソル ト・パャタス

(備考)

1 用紙の大きさは、日本工業規格A列 4番とする。
2 前事業年度の末日現在における社員のうち 10人以上の者の氏名及び住所又は居所を記載

する。

氏 名 住 所 又 は 居 所

上田 壮一朗

大井 知文

小早川 遥平

井上 広之

青木 玲奈

間宮 菜々子

石川 正

川久保 美和子

犬伏 邦明

佐藤 比佐子


